
 

 

 廃炉発官Ｒ２第４７号 

令 和 ２ 年 ５ 月 ２ １ 日 

 

原 子 力 規 制 委 員 会 殿 

 

 

                                東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 

                                   東京電力ホールディングス株式会社 

            代表執行役社長  小早川 智明 

 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画 変更認可申請書 

 

 

核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６４条の３第２項の規定

に基づき，別紙の通り，「福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画」 

の変更認可の申請をいたします。 

 

                                                              以 上 

 

 



別紙（1 / 1） 
 

「福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画」について，下記の箇所

を別添の通りとする。 

 

変更箇所，変更理由及びその内容は以下の通り。 

 

○福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画 

放射性廃棄物処理設備の運転操作を行う協力企業従業員の教育内容明確化に伴

い，下記の通り変更を行う。 

 

Ⅲ 特定原子力施設の保安 

第１編 （１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置） 

第１０章 保安教育 

第８０条 

・協力企業従業員の教育内容明確化に伴う変更 

附則 

・協力企業従業員の教育内容明確化に伴う変更 

 

第２編（５号炉及び６号炉に係る保安措置） 

第１０章 保安教育 

第１１９条 

 ・協力企業従業員の教育内容明確化に伴う変更 

附則 

・協力企業従業員の教育内容明確化に伴う変更 

 

以 上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

第１編 

 
（１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置） 

 

 

 

 

 

 
 



Ⅲ-1-80-1 

（協力企業従業員への保安教育） 

第８０条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，安全確保設備等に関する作業を協力企業が行う場合，

当該協力企業従業員の発電所入所時に安全上必要な教育が「NH-30-1 保安教育マニュアル

（福島第一廃炉推進カンパニー）」で定める実施方針に基づいて実施されていることを確認

する。なお，教育の実施状況を確認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，各プログラム部長及び各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又

は一部について十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教

育について省略することができる。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，安全確保設備等に関する作業のうち管理対象区域内

における業務を協力企業が行う場合，当該協力企業従業員に対し，安全上必要な教育が

「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」で定める実施方針に基

づいて実施されていることを確認する。なお，各プログラム部長及び各ＧＭは，教育の

実施状況を確認するため，教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，各プログラム部長及び各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部

又は一部について十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当す

る教育について省略することができる。 

３．運用支援ＧＭ及び地下水対策設備ＧＭは，放射性廃棄物管理に関する設備の運転操作

を協力企業が行う場合，毎年度，当該業務に従事する従業員に対し，「NH-30-1 保安教育

マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」で定める実施方針のうち，「放射性廃棄物

処理設備の業務に関わる者」に準じる（運転操作の対象設備によって，必要な教育内容

を決定）保安教育実施計画を定めていることを確認し，その内容を原子炉主任技術者及

び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

４．運用支援ＧＭ及び地下水対策設備ＧＭは，第３項の保安教育実施計画に基づき保安教

育が実施されていることを確認し，その実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策

最高責任者に報告する。なお，教育の実施状況を確認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，運用支援ＧＭ及び地下水対策設備ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項

目の全部又は一部について十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，

該当する教育について省略することができる。 

５．プール燃料取り出しプログラム部長は，燃料取扱いに関する業務の補助を協力企業が

行う場合，毎年度，当該業務に従事する従業員に対し，「NH-30-1 保安教育マニュアル（福

島第一廃炉推進カンパニー）」で定める実施方針のうち，「燃料取扱いの業務に関わる者」

に準じる保安教育実施計画を定めていることを確認し，その内容を原子炉主任技術者及

び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

６．プール燃料取り出しプログラム部長は，第５項の保安教育実施計画に基づき保安教育

が実施されていることを確認し，その実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策最



Ⅲ-1-80-2 

高責任者に報告する。なお，教育の実施状況を確認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，プール燃料取り出しプログラム部長が，別途定められた基準に従い，各項目

の全部又は一部について十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，

該当する教育について省略することができる。 



Ⅲ-1-附則-1 

附  則 

 

附則（                    ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

附則（令和２年２月１３日 原規規発第 2002134 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条，第３８条，第３９条及び第４２条の２の表４２の２－１における増設焼却炉

建屋排気筒から放出される放射性気体廃棄物の管理については，増設雑固体廃棄物焼却

設備の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．第５７条の図５７，添付１（管理区域図）の全体図における周辺監視区域境界及び添

付２（管理対象区域図）の全体図における周辺監視区域境界については，増設雑固体廃

棄物焼却設備の設置に伴う周辺監視区域柵の設置工事が終了した時点から適用すること

とし，それまでの間は従前の例による。 

４．添付１（管理区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理区

域図面並びに添付２（管理対象区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却

炉建屋の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用す

ることとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条及び第４２条の２については，油処理装置の運用を開始した時点から適用する

こととし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第３条，第５条及び第４２条の２については，放射性物質分析・研究施設第１棟の運

用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２８年１２月２７日 原規規発第 1612276 号） 



Ⅲ-1-附則-2 

（施行期日） 

第１条 

２．第４０条の２における水位の監視については，水位計の設置が完了した貯留設備から

順次適用する。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142 号） 

（施行期日） 

 第１条 

２．第１７条第３項及び第４項の１号炉及び２号炉の復水貯蔵タンク水については，各号

炉の復水貯蔵タンクの運用開始時点からそれぞれ適用する。 



 

 

 

 

 

 

 

第２編 

 
（５号炉及び６号炉に係る保安措置） 
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（協力企業従業員への保安教育） 

第１１９条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，原子炉施設に関する作業を協力企業が行う場合，当該

協力企業従業員の発電所入所時に安全上必要な教育が表１１９の実施方針に基づいて実施

されていることを確認する。なお，各プログラム部長及び各ＧＭは，教育の実施状況を確

認するため，教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，各プログラム部長及び各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又

は一部について十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教

育について省略することができる。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，原子炉施設に関する作業のうち管理区域内における

業務を協力企業が行う場合，当該協力企業従業員に対し，安全上必要な教育が表１１９

の実施方針に基づいて実施されていることを確認する。なお，各プログラム部長及び各

ＧＭは，教育の実施状況を確認するため，教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，各プログラム部長及び各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部

又は一部について十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当す

る教育について省略することができる。 

３．運用支援ＧＭは，放射性廃棄物管理に関する設備の運転操作を協力企業が行う場合，

毎年度，当該業務に従事する従業員に対し，表１１８－１，２，３の実施方針のうち，

「放射性廃棄物処理設備の業務に関わる者」に準じる（運転操作の対象設備によって，

必要な教育内容を決定）保安教育実施計画を定めていることを確認し，その内容を原子

炉主任技術者及び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

４．運用支援ＧＭは，第３項の保安教育実施計画に基づき保安教育が実施されていること

を確認し，その実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者に報告する。

なお，教育の実施状況を確認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，運用支援ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部につい

て十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について

省略することができる。 

５．運用支援ＧＭ又はプール燃料取り出しプログラム部長は，燃料取扱いに関する業務の

補助を協力企業が行う場合，毎年度，当該業務に従事する従業員に対し，表１１８－１，

２，３の実施方針のうち，「燃料取扱いの業務に関わる者」に準じる保安教育実施計画

を定めていることを確認し，その内容を原子炉主任技術者及び所長の確認を得て廃炉・

汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

６．運用支援ＧＭ又はプール燃料取り出しプログラム部長は，第５項の保安教育実施計画

に基づき保安教育が実施されていることを確認し，その実施結果を年度毎に所長及び廃

炉・汚染水対策最高責任者に報告する。なお，教育の実施状況を確認するため教育現場

に適宜立ち会う。 
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ただし，運用支援ＧＭ又はプール燃料取り出しプログラム部長が，別途定められた基

準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識及び技能を有しているものと認め

た者については，該当する教育について省略することができる。 



Ⅲ-2-119-3 

 



Ⅲ-2-附則-1 

附  則 

 

附則（                    ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

附則（令和２年２月１３日 原規規発第 2002134 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条，第８７条，第８７条の２及び第８９条の表８９－１における増設焼却炉建屋

排気筒から放出される放射性気体廃棄物の管理については，増設雑固体廃棄物焼却設備

の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．第９８条の図９８，添付１（管理区域図）の全体図における周辺監視区域境界及び添

付２（管理対象区域図）の全体図における周辺監視区域境界については，増設雑固体廃

棄物焼却設備の設置に伴う周辺監視区域柵の設置工事が終了した時点から適用すること

とし，それまでの間は従前の例による。 

４．添付１（管理区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理区

域図面並びに添付２（管理対象区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却

炉建屋の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用す

ることとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，油処理装置の運用を開始した時点から適用することとし，それま

での間は従前の例による。 

 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，放射性物質分析・研究施設第１棟の運用を開始した時点から適用

することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142 号） 



Ⅲ-2-附則-2 

（施行期日） 

 第１条 

第６１条において，非常用発電機の運用を開始するまでは，必要な電力供給が可能な

場合，他号炉の非常用ディーゼル発電機又は可搬式発電機を非常用発電設備とみなすこ

とができる。 


